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道内景気は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は下げ止ま

りがみられる。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに

持ち直している。住宅投資は弱含みとなっている。設備投資は、緩やかに持ち直している。

公共投資は、持ち直しの動きがみられる。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者

数、外国人入国者数ともに前年を上回り、好調に推移している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を上回った。消費者

物価は、３０か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．１ポイン

ト下回る４７．９に低下した。横ばいを示す５０を

４か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．７ポイント上回る４６．９となった。横ばい

を示す５０を３か月連続で下回った。

５月の鉱工業生産指数は９７．０（季節調整済

指数、前月比＋１．５％）と３か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲４．７％と３か

月連続で低下した。

業種別では、化学・石油石炭製品工業等８

業種が前月比上昇した。窯業・土石製品工業

等７業種が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．６％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲０．７％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋０．９％）は、すべての品目が前年

を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．５％）

は、７か月連続で前年を上回った。

５月の乗用車新車登録台数は、１４，４７４台

（前年比＋０．８％）と２か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋７．０％）、

小型車（同▲１０．１％）、軽乗用車（同

＋７．６％）となった。

１～５月累計では、７９，２９１台（前年比

▲０．２％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲０．２％）、小型車（同▲０．７％）、軽

乗用車（同＋０．４％）となった。

５月の札幌ドームへの来場者数は、５１４千

人（前年比＋６９．１％）と２か月ぶりに前年を

上回った。内訳は、プロ野球２３４千人（同

▲８．０％）、サッカー５０千人（同全増）、その

他が２２９千人（同＋３６６．５％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～７か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

５月の住宅着工数は２，９７９戸（前年比

▲９．２％）と３か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋２２．２％）、貸家

（同▲２３．３％）、給与（同▲１２．５％）、分譲

（同▲２１．５％）となった。

１～５月累計では１１，７６０戸（前年比

▲８．４％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（＋１６．０％）、貸家（同▲２１．７％）、

給与（同▲１０．３％）、分譲（同▲４．９％）と

なった。

５月の民間非居住用建築物着工面積は、

１３２，８１８㎡（前年比▲３５．３％）と７か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋３７７．８％）、非製造業（同▲４０．２％）であっ

た。

１～５月累計では、６５４，０４３㎡（前年比

＋３．２％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲２０．４％）、非製造業（同

＋４．８％）となった。

６月の公共工事請負金額は１，３８９億円（前

年比＋１３．５％）と２か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋２８．２％）、道（同

＋４１．３％）、その他（同＋６８．９％）が前年を

上回った。独立行政法人（同▲５０．９％）、市

町村（同▲１１．７％）、地方公社（同▲３８．２％）

が前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～３か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～６か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が６か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１９６千人（前年比＋７．１％）と３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同＋４．３％）、航空機（同＋５．９％）、フェ

リー（同＋２４．３％）となった。

１～５月累計では、５，３６２千人（同

＋４．０％）と前年を上回っている。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１４８，６４５人（前年比＋１０．４％）と６か月

連続で前年を上回った。１～５月累計では、

８４１，３３８人（同＋９．９％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１３９，５２２

人（前年比＋１１．３％）、旭川空港が１，３２４人

（同＋２．０％）、函館空港が７，６０２人（同

▲２．０％）だった。

５月の貿易額は、輸出が前年比▲３８．４％の

１８３億円、輸入が同▲１０．０％の１，１５９億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉱物性タール・

粗製薬品、魚介類・同調製品などが減少し

た。

輸入は、原油・粗油、石油製品、石炭など

が減少した。

輸出は、１～５月累計では１，２６６億円（前

年比▲２３．２％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～３０か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１３倍（前年比＋０．０６ポイント）と１１２

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲０．２％と５か月ぶ

りに前年を下回った。業種別では、医療・福

祉（同＋４．３％）、製造業（同＋７．４％）など

が前年を上回った。運輸業・郵便業（同

▲６．３％）、サービス業（同▲１．６％）などが

前年を下回った。

６月の企業倒産は、件数が２５件（前年比

＋３１．６％）、負債総額が３５億円（同＋７６．０％）

だった。件数は１０か月ぶりに前年を上回っ

た。

業種別では卸売業、サービス・他が各６

件、小売業が５件などとなった。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．８（前月比±０．０％）となっ

た。前年比は＋０．８％と、３０か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、５月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（５月１０日）時点で前月比、灯

油・ガソリン価格ともに値上がりした。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１９年４～６月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３）は３ポ
イントの上昇、利益DI（△８）は３ポ
イントの上昇と、業況は持ち直し。売上
DIは３期ぶりに上昇。利益DIも２期連
続で上昇した。食料品製造業、運輸業で
業況が後退した一方、木材・木製品、鉄
鋼・金属製品・機械、建設業、卸売業で

業況の持ち直しが見られた。

２．２０１９年７～９月期 見通し

前期に比べ、売上DI（±０）は３ポ
イントの上昇、利益DI（△３）は５ポ
イントの上昇。製造業は横ばい圏内の動
きを見込むが、非製造業を中心に持ち直
しが続く見通し。

項 目
２０１６年
４～６７～９１０～１２

２０１７年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ ０
利益DI △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △３

定例調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１９年４～６月期実績）

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業況は持ち直し。製造業が持ち直し、
非製造業は横ばい圏の動きとなった。

売上ＤＩ △１ △３ △６ △３ △１ ０
利益ＤＩ △１２ △１５ △１１ △８ △７ △３

製造業 食料品製造業を除き業況は持ち直
し。

売上ＤＩ △９ △１４ △１４ △５ ５ △６
利益ＤＩ △１９ △１６ △１４ △９ △５ △４

食料品 利益DIがマイナス圏に低下。畜
産が弱い動き。

売上ＤＩ ９ △５ １３ ５ １８ １１
利益ＤＩ △１８ ３ １４ △５ １６ ２１

木材・木製品 製材業に持ち直しの動き。
売上ＤＩ △６ △１２ △３０ △２８ ５ △１７
利益ＤＩ △２９ △２５ △２５ △２２ △１５ △１７

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼、機械は売上DI・利益DIと
も回復。

売上ＤＩ △５ △１５ △１０ １４ １７ △９
利益ＤＩ △８ △１５ △１３ ６ ７ △９

非製造業 建設業、卸売業が持ち直すも、運
輸業が業況後退。

売上ＤＩ ２ １ △３ △３ △４ ３
利益ＤＩ △１０ △１５ △９ △７ △７ △２

建設業 公共工事は横ばいの一方で、民間工事は持
ち直し。住宅の売上DI・利益DIが堅調推移。

売上ＤＩ ０ ０ △１５ △５ △９ △６
利益ＤＩ △１２ △１８ △２３ △１２ △１２ △６

卸売業 機械卸は持ち直し。食品卸は弱い
動きが続く。

売上ＤＩ ７ ７ △５ △２ △１２ ７
利益ＤＩ △１６ ４ △１４ △７ △１４ ０

小売業 燃料店の押し上げ分を除くと、業
種全体として弱さが見られる。

売上ＤＩ ８ １８ ０ △９ △７ １１
利益ＤＩ △２ △１６ △２ ２ △７ １１

運輸業 旅客は弱い動き。貨物は軟調続
く。

売上ＤＩ △２４ △７ １２ △７ ０ ４
利益ＤＩ △３８ △２３ △８ △１８ △８ △１１

ホテル・旅館業 売上DIは堅調推移。コスト負担
により利益DIの回復に一服感。

売上ＤＩ ２２ △４３ ８ １７ １７ １７
利益ＤＩ １１ △７１ ８ △８ １７ ０

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１７年
１～３

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △１ ０
利益ＤＩ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △７ △３

札 幌 市
売上ＤＩ △３ ４ ４ ６ △１ △４ △２ １ △６ ０ ０ ６
利益ＤＩ △９ △１０ △５ △１２ △１６ △１６ △１６ △７ △９ ０ △５ ４

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △２ １３ １０ ３ ６ １５ １８ △１ △５ △５ △５ △１６
利益ＤＩ △４ ８ △８ △３ △３ ４ ８ △１３ △９ △１４ △９ △１１

道 南
売上ＤＩ △１２ △１５ △４３ △１３ △２９ △１３ △１５ △５ １０ １６ ３ １８
利益ＤＩ △２７ △２１ △４６ △３６ △３６ △２７ △３５ △４９ △１５ △１１ △１８ △３

道 北
売上ＤＩ △９ △７ ４ １１ △１０ ０ △２ ４ △９ △６ ８ ０
利益ＤＩ △７ ０ ４ ２ △６ △２ △２ １３ △４ △６ ８ △４

道 東
売上ＤＩ △４ ８ ３ １０ ０ △２０ △１５ △１８ △１４ △１９ △９ △２
利益ＤＩ △８ ０ ０ △３ △１７ △２６ △２５ △３６ △１９ △１９ △１１ △５

定例調査
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売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品

鉄鋼・金属製品・機械

＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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△ 1

4

0

△ 6

9

11

△ 2
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６５％） △２ 非製造業では４回連続で全業種１位。食料品製造業（６２％）では１２ポ
イント低下でやや緩和。

�原材料価格上昇（４３％） ＋２ 製造業では鉄鋼・金属製品・機械を除き１位。小売業（３８％）で１５ポ
イント上昇。

�人件費増加（４０％） ＋１ 非製造業で２位。卸売業（３５％）で７ポイント、運輸業（３６％）で９
ポイント上昇。

�諸経費の増加（３９％） ＋４ 食品製造業（５４％）で１５ポイント、運輸業（５７％）で１５ポイント上
昇。

�売上不振（２８％） △１ 製造業では全業種で低下。非製造業では横ばい圏の動き。

�過当競争（１９％） △５ ホテル・旅館業（２５％）で２５ポイント、木材・木製品（６％）で１９ポ
イント低下。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）

定例調査

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年８月号

ｏ．２７７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2019.07.10 11.25.20  Page 13 



調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７３回定例調査（２０１９年４～６月期実績、２０１９年７～９月期見通し）
回答期間：２０１９年５月中旬～６月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ② ② ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６５ ５８ ６２ ４４ ６２ ５５ ６７ ８０ ４８ ６２ ８２ ７５ ６４
（６７）（５９）（７４）（３５）（５８）（５８）（７０）（７７）（４４）（７７）（８８）（７５）（７３）

�原材料価格上昇
② ① ① ① ② ① ③ ③ ③ ③
４３ ６１ ７６ ５６ ５３ ５５ ３５ ２９ ４２ ３８ ５０ ４２ ２４
（４１）（５９）（６６）（４５）（６１）（５８）（３３）（２８）（４２）（２３）（６２）（４２）（２０）

�人件費増加
③ ③ ② ② ② ② ②
４０ ３９ ４９ ２８ ２９ ４５ ４１ ４１ ３５ ４３ ３６ ５８ ４５
（３９）（３９）（３４）（３５）（４５）（４２）（３９）（４４）（２８）（４８）（２７）（６７）（３９）

�諸経費の増加
③ ③ ② ③ ③ ③ ② ② ③ ③

３９ ４２ ５４ ４４ ３５ ３０ ３８ ３４ ４５ ３６ ５７ ４２ ２６
（３５）（３８）（３９）（４０）（３９）（３２）（３４）（２９）（３９）（３６）（４２）（４２）（２７）

�売上不振
② ③ ③

２８ ２９ ２２ ４４ ２１ ４５ ２７ ２６ ３０ ３６ １４ ２５ ２６
（２９）（３４）（２４）（４５）（２６）（５８）（２７）（２３）（３５）（３０）（１９）（１７）（３０）

�過当競争 １９ １２ １１ ６ １８ １０ ２２ １９ ２７ ３３ ７ ２５ １７
（２４）（１３）（１１）（２５）（１０）（１１）（２８）（２７）（３２）（４３）（８）（５０）（１６）

�販売価格低下 ７ ６ ３ ０ １５ ５ ７ ３ １５ １０ ４ ０ ５
（７）（７）（８）（５）（６）（１１）（６）（１）（１２）（２）（４）（８）（１１）

	資金調達 ５ ５ ５ ６ ６ ０ ５ ４ ５ １０ ０ ８ ２
（６）（６）（５）（１０）（６）（－）（６）（５）（７）（７）（－）（１７）（５）


設備不足 ５ ９ ５ ０ １８ １０ ３ ３ ２ ０ ７ ８ ５
（５）（１０）（８）（５）（１３）（１６）（３）（１）（４）（５）（－）（１７）（２）

�価格引き下げ要請 ４ ４ ５ ０ ６ ０ ５ ４ １２ ０ ４ ０ ２
（６）（５）（５）（１０）（－）（５）（７）（５）（１６）（－）（４）（－）（７）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ３ ２ ０ ０ ２
（２）（１）（－）（５）（－）（－）（２）（－）（５）（２）（－）（－）（２）

その他 １ ２ ０ ０ ３ ５ １ １ ３ ０ ０ ０ ０
（４）（５）（５）（－）（６）（５）（３）（４）（４）（５）（－）（－）（２）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８０ １００．０％
札幌市 １４３ ３７．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８８ ２３．２
道 南 ３８ １０．０ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５３ １３．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ５８ １５．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９１ ３８０ ５５．０％
製 造 業 １９３ １１１ ５７．５
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １８ ５８．１
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３５ ５９．３
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２０ ５７．１
非 製 造 業 ４９８ ２６９ ５４．０
建 設 業 １３９ ８２ ５９．０
卸 売 業 １００ ６０ ６０．０
小 売 業 ９１ ４５ ４９．５
運 輸 業 ５１ ２８ ５４．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １２ ３４．３
その他の非製造業 ８２ ４２ ５１．２

業種別回答状況

定例調査
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今回の調査では、幅広い業種で業況の持ち直しが見られた一方、原材料価格などコスト上

昇が収益を圧迫している様子が見られました。各企業では、価格転嫁への対応と共に、社員

教育、業務プロセスの見直し、省力化への設備投資など、積極的な生産性向上への取組の声

が聞かれています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

＜食料品製造業＞ 原材料価格の上昇に伴い

商品の値上げを実施した。消費税増税に伴う

消費者の動向も気がかりだが、諸経費の増加

負担を見ながら、再度の販売価格見直しも視

野に入れて行きたい。

＜水産加工業＞ 徐々に売上高は増加してい

るが、今後の漁獲量（魚種・数量）及び、物

産展出店時の費用負担の増加に不安を感じて

いる。

＜食肉加工業＞ 人手不足への対応が課題で

あり、今後省人化、機械化への設備投資を検

討中である。

＜製材業＞ 原材料が高くなってきている

が、それを製品に転嫁できていない。社会全

体としての人件費の上昇が、当社物販へも影

響していると感じる。

＜製材業＞ 将来に亘っての大きな問題点

は、原材料・丸太の確保が難しくなってきて

いる点である。従来使用していた丸太がバイ

オマス発電に向かっており、この先製材工場

の苦戦が見込まれる。

＜鉄鋼業＞ 資材高騰とハイテンションボル

トの深刻な品不足により工期が短縮され、余

計な残業が利益を圧迫している。顧客に対し

適正な工期を求めるが、それでもなお工期短

縮を求められる場合は外注を含めて検討し、

適正な価格を要求していく。

＜金属製品製造業＞ 道内ホテル等の装飾金

物が順調であり増収増益推移。今後は増産体

制確立のため新人の早期育成及び、資材値上

がり分の価格転嫁が課題である。

経営のポイント

生産性向上に向けた取組が加速
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜機械器具製造業＞ 大手メーカーの攻勢・

新規ユーザーの開拓不調等から受注金額を落

としている。今後ディーラー・新規ユー

ザー・既存取引先への営業強化及び、社内の

マネジメント強化と新規部門の立ち上げによ

り収益を確保していく。

＜看板製造業＞ 汎用性のある特許を開発

し、今後普及に向けた企画を実施したい。

＜コンクリート製品製造業＞ 選挙の影響も

あり、公共工事が極端に減少していて大変厳

しい。売り上げのほとんどを公共工事で占め

ているため、経費等を詰めて何とか乗り切り

たい。

＜印刷業＞ 原料である紙が不足しており、

受注面で悪影響を及ぼしている。今後用紙の

確保が重要な課題となっている。

＜建設業＞ 人件費の上昇を一部価格転嫁す

る一方、週休２日制の工事の増加により利益

は横ばい。また、熟練工・現場管理者の不足

による取りこぼしも多い。今後は①新卒者お

よびキャリア採用者の社内教育と同業他社と

の技術交流②IT･IoT機械の導入とオペレー

タ・技術者の育成③定年の廃止と週休２日制

の導入による環境改善により、売上・利益率

の向上を図る。

＜建設業＞ 民間建築工事の受注は順調に推

移しているが、公共土木工事の受注が少な

い。地元に仕事がないとは言え、管外におい

ても苦戦を強いられている。胆振災害復興や

札幌圏大型工事に引き続き入札していく構

え。

＜住宅建築業＞ 人手不足・働き方改革への

対応に伴う社内の整備により諸経費が増加。

さらなる効率化・利益率の見直しが急務であ

り、社内全体でこの課題解決策に着手し始め

たところである。

＜電気通信工事業＞ 売上は横ばいが今後も

続くと思われる中、若手育成のための人件費

が当分の間負担となる。販路拡大等で売上と

利益の減少を抑える事が重要である。

＜設備工事業＞ 道内新規建築物件数は今の

ところ順調であり、受注残も上半期分は充

足。下半期分について少し不足しているの

で、今後３～４ヶ月の営業活動に尽力する。

＜化学製品卸売業＞ 好況のホテル・宿泊施

設向けの売上は増加しているが、一方で、水

産原料が不足している水産加工業界向けの売

上が減少。より一層の利益率の改善に努め

る。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年８月号
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７．小売業

８．運輸業

＜包装用品卸売業＞ 輸入原料・輸入商品の

品薄が続いており、秋・冬の販売に大きな影

響が出る可能性がある。主要取引先だけでは

なく、仕入先の確保が今後の課題である。

＜機械器具卸売業＞ 設備工事を併営してお

り、その技術力を背景に卸売部門との相乗効

果を図っているが、技術者不足が否めない。

働き方改革により労働時間が明らかに減少す

る為、社内業務全般の見直しと、社員研修強

化・技術力向上により効率化を図る。

＜機械器具卸売業＞ 消費増税前の駆け込み

需要もあり、前半は売上・利益共に順調に推

移している。一方で、ソフトウェア更新に伴

うPC複数台の入れ替えを予定しており経費

増が見込まれる。

＜鋼材卸売業＞ 大型物件の受託は少ない

が、一定して契約残を維持しており前年比増

収を見込んでいる。今後は仕入価格上昇分の

価格転嫁がポイントとなる。引き続き、見込

み案件の管理と取りこぼしない営業、収益管

理に徹する。

＜建材卸売業＞ 各メーカーで商材の値上が

りが非常に多くなってきている。また、働き

方改革による人件費上昇の影響も出てくるた

め、一人当たりの生産性向上が必要。

＜食料品卸売業＞ 人的交流・システムの統

一・共同仕入れ等、グループでの相乗効果に

取り組む。また、ローコストオペレーション

を進める施設や作業の在り方、動線の見直し

など事業運用の効率化を図る。

＜燃料小売業＞ 地域全体での人口流出によ

る顧客減少や、高齢者が売却した不動産の新

規取得者が大都市圏の同業者に切り替える動

きが多く見られ、売上・利益共に減少してい

る。

＜その他小売業＞ 値上げ商品により増収と

なるが、人件費が増しているため増益となる

かは不透明。

＜運輸業＞ 働き方改革の下、ドライバーの

長時間労働の是正・処遇・労働条件改善等と

いう大きな課題解消に向けて力強く取り組ま

なければならない。そのためには適正運賃の

収受が不可欠である。

＜タクシー業＞ 昨年９月の地震や地方選の

影響により需要の落ち込みが激しい。現サー

ビスに付加価値を付け、訪日外国人向けの

サービスを提供予定。国内の乗客にも、利便

性や当社独自のサービスを展開できるように

試作中である。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年８月号

ｏ．２７７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１５～０１７　経営のポイント  2019.07.09 17.25.37  Page 17 



９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜観光ホテル＞ ４月以降「ふっこう割」の

終了により宿泊者は減少している。現在、イ

ンバウンド営業を強化している。

＜都市ホテル＞ ホテル経営には多数の部門

が存在するが、明確に好調・不調の差が表れ

ている。不調部門の運営について判断するタ

イミングが近づいていると感じる。

＜廃棄物処理業＞ 近年取組んだ構造改革の

成果により利益は増加しているが、将来の売

上減少に備え、新規事業構築を今から検討し

ていく必要がある。処理工程の見直しや機械

化による合理化を進め、一人当たり利益率の

向上を目指す。

＜歯科技工業＞ 働き方改革に適応する時間

短縮の取り組みを、全社的に実施している。

販売先から最終消費者への製品情報伝達の他

に、最終消費者が販売先へ当社製品を指名す

るという２チャンネルの情報伝達を展開・推

進させている。

＜ソフトウェア開発＞ 雇用維持の為に職能

加算の必要性を感じている。また、働き方改

革により外注で要員を確保せざるを得ない。

業務の専門性を軽減し、複数の担当者が対応

可能な仕組み作りが必要である。

＜建設コンサルタント業＞ 震災関連の対応

により、売り上げは確保できたが人件費が増

加した。今後はあらゆる媒体で人手不足を補

うと共に、IT関連ソフトの活用により効率的

な業務推進を図りたい。

経営のポイント

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年８月号
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年８月号

（要 約）

北海道農業の概要
・平成の約３０年間で、全国に占める北海道農業の地位（割合）は、耕地面積、農業就業人
口、農業産出額などで上昇
・道内総生産に占める農業総生産の割合の低下は、全国の動きに比べやや緩やか
農業生産の動向
・農業産出額は増加傾向、近年は畜産で大きく増加 （特に、酪農（生乳）が牽引）
生産構造の変化
・経営耕地面積や販売農家戸数は減少し、販売農家１戸当たりの平均経営耕地面積は２倍
の規模へ
・農業生産法人や様々な支援組織が増加、最近では外国人技能実習生も増加

はじめに

「平成」という時代は約３０年間であり、ちょうど１世代に当たる期間です。親の跡を継いで子

に譲るまでの期間ということです。一方、北海道では人口減少や少子高齢化が全国に比べて早く

進行し、農業の担い手不足は昭和の時代から課題となっていました。

また、平成１１年には「農業基本法」に代わる「食料・農業・農村基本法」が制定され、食料の

安定供給や農業の持続的発展など、国の政策の方向性が大きく転換しました。

本稿では、こうした背景を踏まえつつ、北海道の基幹産業と言われることの多い「農業」が平

成の３０年間でどのように変化してきたのか、北海道で発行している「北海道農業・農村の動向」

や統計資料等をもとに２回にわたって概観してみます。第１回目では北海道農業の概要や農業生

産の動向、生産構造の変化について、第２回目では農家経済や生産性の推移、食の安全・安心や

付加価値の向上、新しい動きについて報告します。

１．北海道農業の概要

（１）全国に占める北海道農業の地位

北海道の耕地面積は、平成２年の１２０万９千ha

をピークに減少していますが、最近は横ばい傾向

にあり、平成２９年では１１４万５千haとなっていま

す。農業就業人口も減少していますが、いずれも

全国に占めるシェアは上昇しています。

また、農業産出額（注１）の全国シェアも伸びてお

り、平成２年と平成２９年の比較では、特に畜産が

「農業」で「平成」を振り返る〈上〉

寄稿

株式会社 北海道二十一世紀総合研究所調査部

注１：農業産出額とは、市町村別の品目ごとの生産数量に品目ごとの農家庭先販売価格を乗じたもので、他市
町村に販売した子豚やひななどの中間生成物を含む（重複計上）。なお、市町村別の農業産出額を合計
した全国値は、農林水産省が全国推計した農業産出額とは一致しない。
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寄稿

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年８月号

６．９ポイント上昇と高くなっています。

（２）国内（道内）総生産に占める農業総生産の推移

国内総生産に占める国内農業総生産（注２）の

割合は平成２年から平成２７年の約３０年間で

０．９ポイント低下しており、北海道も同様の

傾向となっています。ただ、傾向線で見る

と、北海道は全国に比べやや緩やかな低下と

いえます。

平成２７年（度）では、北海道は全国に比べ

２．３ポイント高い３．２％となっています。

資料としては添付していませんが、この間

の北海道の産業別就業者数の変化を国勢調査

で見ると、平成２年では農業分野の就業者数

は全体の７．９％を占めていましたが、平成２７年では５．４％へと２．５ポイント低下（実数：２年／

２１．４万人→２７年／１３．２万人（８．２万人減））しています。しかし、北海道の農業産出額については

増加しています。

２．農業生産の動向

（１）農業産出額等

農業産出額は年によって豊凶の差がありますが、平成２年からの推移を見ると、おおむね増加

傾向にあります。

なお、６圏域別（注３）の数値については、平

成２８年以降は農林水産省の「市町村別農業産

出額（推計）」を集計したものです。

農業産出額について、平成２年を１００とし

た指数で変化を見ると、畜産での伸びが大き

く、６圏域別では畜産が盛んな十勝や根釧で

上昇傾向を示しています。

ただ、畜産では、近年は乳価や枝肉価格の

上昇がある一方、耕種では、平成１９年から

「水田・畑作経営所得安定対策」が導入さ

れ、従来は産出額に含まれていた交付金の一

注２：農業総生産とは、出荷ベースの総生産額から肥料、農薬、光熱費といった資材費等の中間投入額を差し
引いたもので、農業が生み出した付加価値額を他産業等と比較するときに使用される。

注３：６圏域別とは、道央は空知、石狩、後志、胆振、日高の各（総合）振興局管内、道南は渡島、檜山（総
合）振興局管内、道北は上川、留萌、宗谷（総合）振興局管内、オホーツクはオホーツク総合振興局管
内、十勝は十勝総合振興局管内、釧根は釧路、根室（総合）振興局管内を指す。
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部が経営体に一括交付され、産出額に計上されていないことに留意が必要です。

なお、実数で平成２年と平成２９年を比較すると、農業産出額は１，５８７億円増加し、このうち生

乳が１，４３２億円と増加額全体の９割を占めています。

また、北海道の食料自給率はカロリーベースでは全国１位となる中、生産額ベースでは九州や

東北の県よりも低いといわれてきましたが、生産額でも着実に上昇しています。

３．生産構造の変化

（１）耕地面積及び農家戸数

平成２年から平成２７年までの経営耕地面積（注４）の推移を見ると、この間に１３％減少していま

す。また、販売農家戸数は８万７千戸から３万８千戸へと、５６％も減少しています。同様に販売

農家の世帯員数も３７万７千人から１４万３千人へと、６２％も減少しています。

こうした中で、販売農家１戸当たりの平均経営耕地面積は、平成２年の１１．９haから平成２７年に

は２３．６haとなり、ほぼ２倍の規模へと拡大しています。

注４：経営耕地面積とは、家族経営や組織経営が経営する耕地の面積であり、自給的農家や土地持ち非農家の
所有する耕地などを含まない。
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また、資料としては添付していませんが、１戸当たりの乳用牛飼養頭数を見ると、平成２年の

５６．５頭から平成２７年には１１８．６頭へと倍増し、肉用牛では６３．１頭から１９２．８頭へと３倍の規模へと

拡大しています。

（２）法人化及び農業支援組織

前述のとおり、平成の間に販売農家戸数は大き

く減少しましたが、その一方では、法人化や個別

経営体の農作業等を請け負う農業支援組織の増加

が見られます。

法人化は、対外的な信用力が高まるほか労働条

件の改善にもつながるなど多くのメリットがあ

り、家族経営による法人化をはじめ、地域農業の

維持等を目的とした複数戸による法人化も増え、

平成２年から平成３０年の間に法人数は２．６倍に増

加しています。

また、原料の安定確保や加工・販売事業の拡大等を目的とする農外企業等が設立又は一部出資

した法人も増加し、平成３０年では２１１（関連企業数２５９）の法人が存在します。

農業支援組織では、農作業を請け負うコントラクター（農作業受託組織）が各地に誕生し、平

成２９年度では３２６組織があります。受託した実面積は、耕種で５万１千ha、畜産で１５万６千haと

なっています。

また、酪農分野では、家畜飼養のため周年拘束性が強いことから、酪農家に代わって飼養管理

を行う酪農ヘルパー利用組合が増加し、平成２９年度では８６組合ほどあり、組合加入農家戸数は

５，２６０戸、利用組合参加率は９０．７％となっています。
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その他、飼料生産からTMR（完全混合飼料）（注５）の調製・供給まで行うTMRセンターも増加

し、平成２９年度では７７組織、構成員７１３戸、給与頭数約１０万頭であり、利用者の道内酪農家戸数

に占める割合は１１．３％となっています。

（３）外国人技能実習生

平成５年度に導入された技能実習制度及び

外国人研修制度に関する統計データを見る

と、外国人技能実習生の受入状況は平成２６年

以降増加しており、平成３０年では２，７６５人と

なっています。

平成３０年での全業種の北海道での受入人数

は約１万人であり、２８％が農業分野での受入

ということになります。

また、国では平成３０年に出入国管理法を改

正し（注６）、特定産業分野において新たな在留

資格「特定技能」を創設しています。農業も

その対象分野となっており、平成３１年４月か

らはこの制度による受入も始まるなど、今後の動向が注目されます。

このように、北海道の農業産出額の維持・増加に当たっては、個々の経営体の努力はもとよ

り、こうした法人化や農業支援組織の増加などが寄与してきたことが窺えます。

注５：TMR（完全混合飼料）とは、粗飼料と濃厚飼料、添加物等をバランス良く混合した牛の飼料のこと。
注６：出入国管理法の改正とは、平成３０年１２月に制定された「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の

一部を改正する法律」のこと。
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【図１】外国人技能実習生の推移

【はじめに】

少子高齢化・人口減少が進行している日本では多くの職場で労働力が不足しており、外国人労

働者の受入れが進んでいます。北海道においても、外国人技能実習生の受入数が年々増加傾向に

あり、平成３０年には１０，０３２人（前年比１８．０％増）と１万人を超えました。また、５年前の平成２５

年（２，３９３人）との比較では、４倍超に増加しています。一方、国籍別の受入数をみると、平成

２５年では中国が９割を占めていましたが、平成２７年からベトナムからの受入れが急増し、平成２９

年には中国を上回りトップの座についています。平成３０年ではベトナム人が５，２３２人と全体の半

数以上を占めるまでになりました。

北海道では、近年、ベトナム人の方と接する機会が増加してきているものと思われますが、そ

れに比例するかのようにベトナムに関心を持ち、北海道の基幹産業である「食」分野でベトナム

への展開を目指す道内企業なども増えていると、現地の肌感覚で感じております。

このようなことから、本稿では、ベトナムの食文化について紹介するとともに、ベトナムにお

けるビジネスチャンスについてレポートしてまいります。

【ベトナムの食文化と日本食の人気】

ベトナムは、その歴史的な背景から様々な食文化が混在しており、食文化の多様性がありま

アジアニュース

ベトナムにおける食文化
～日本食ブームとビジネスチャンスについて～

北洋銀行 国際部
ベトナム投資開発銀行（BIDV）ホーチミン派遣

田中 賢
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す。長きにわたりベトナムを支配していた中国の影響から、料理を「煮る」・「蒸す」・「炒める」な

どの中華料理の手法が見られ、中国の影響を受けて「ヌクマム」という魚�がよく使われるのも
特徴的です。また、中国から独立した後にフランスの侵略を受けコショウや香辛料、コーヒーな

どを栽培したことから、フランスパンを利用した「バイン・ミー」と呼ばれるサンドイッチに自

分の好みでチリソースやレモン塩などをつけて食べる習慣や、ゆっくりとコーヒーを楽しむ習慣

などもあります。

一方、ベトナムは南北に長い国であり、南部と中部、北部では気候も異なり、食材や味付けな

どにも違いがあります。北部地域にはデルタ地帯が広がり、稲作が盛んなことから美味しいお米

が生産され、料理の味付けでは塩や醤油などをつかったやや塩辛い味付けとなります。中部地域

では、東側が南シナ海に面し海の幸に恵まれており、味付けでは唐辛子などを使った辛い味付け

が好まれています。また、南部地域では、全体的に甘辛く濃い味付けが特徴です。また、ライス

ペーパーを使った料理も多く、ライスペーパーに魚や肉とたくさんの香草類を入れて巻いて食べ

たりします。

以上のようなことがベトナムの食文化・食事情ですが、ベトナムと日本の食文化ではいくつも

の共通点が見られます。まず、ベトナムではお米を中心とした食文化であり、食事に箸やお茶碗

などを使います。ご飯（白米）・おかず・汁物を食卓に並べて、食事を楽しむなど、日本の食文化

と非常に似ています。

また、ベトナム料理といえば米麺である「フォー」が有名ですが、ベトナムの朝食はフォーで

はじまると言われるほど、町のいたるところでフォーの看板を多く見かけます。フォーは、カロ

リーが低くあっさりとした味のためヘルシーな面で日本食との共通点があり、現在では日本にお

いても「フォー」は人気のある麺料理となっています。

一方、ベトナムでは経済成長に伴って、「日本食」に対する認識に変化が見られています。ベ

トナムでの一人当たり名目GDPは２０１８年に２，５６４米ドル（２０１９年７月１０日現在）と、１９９０年の９５

米ドルから約２７倍に成長しています。この水準を日本に当てはめると、ちょうど高度成長期の

１９７０年代前半の頃で、日本では１９７０年に大阪万博が開催され、フライドチキンやハンバーガーな

どの外食産業が成長していきました。

２０１８年のベトナムのGDP成長率は７．１％（年率）となっており、勢いのあった日本の高度成長

期と重なって見え、今後はさらなる成長が期待されるところです。経済の成長・発展及び国民の

所得向上に伴い、ベトナムの方々の健康志向もさらに高まりつつあり、高品質で安全・安心な

「日本食」への人気は上昇傾向となっています。私が暮らすホーチミン市など、都心部を中心に

高級とされる日本食料理店は増加傾向にあります。

こうした日本食との共通点や、経済の成長・発展、さらには世界的な日本食ブームなどを背景

に、現在ベトナムには１，０００店舗超の日本食料理店があります。ホーチミン市は南部の中心都市

ですが、ここ数年で店舗数が倍増しています。現地で繁盛している日本料理店に共通している点

は、料理の美味しさはもとより、店舗スタッフへの徹底した教育と考えます。日本国内と同様

に、スタッフによるきめ細かな気配りと質の高いサービスは、ベトナム人にも好評となっていま

す。
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お店に見えるお客様も、数年前までは駐在の日本人がメインでしたが、現在では来店されるお

客のほとんどがベトナム人という店も存在します。今後さらに経済成長が進むことに伴い、ベト

ナムにおける「日本食」の市場拡大が期待されます。

【日本食の人気メニューと価格帯】

ベトナムで人気のある日本食の一つに、「生魚」があります。それまでは、ベトナムの方々の

中には「生魚」に拒絶反応を示す方も多かったのですが、日本食レストランにおける食の安全性

への配慮などを理解し、食の志向等に変化が見られています。昨今では、特にサーモンの巻き寿

司やサーモンの刺身が大人気で、山葵をつけて食べている家族連れやカップルなどを数多く見か

けます。

また、ベトナムではうどんも非常に人気があります。ベトナム人にとっての定番料理である

「フォー」は米粉で作られた麺料理であり、日本食のうどんに似ています。薄味の麺文化という

点も共通しており、日本の大手うどんチェーン店は、現在ベトナムに１０店舗展開しています。

ベトナムにおける外食料金は、「フォー」が一食１５０～２００円、「バイン・ミー」が一個１００円前

後に対し、日本食レストランで提供されるサーモン刺身盛り合わせは一人前８００～１，０００円程度と

なっています。日本食が一般のローカル食と比較して高価であることは間違いのないことです

が、上記のうどんチェーン店では基本のうどんは一食１９０円にして、自由にトッピングしていた

だくことで客単価のアップに努めていますし、現地スーパーでは生寿司を一貫２５～３０円の手ごろ

な価格で提供するなど、もっと日本食を楽しんでいただけるような動きも見られます。

【道内企業の進出状況とビジネスチャンス】

当行のお取引先様でホーチミンへ進出している

日本食レストランでは、

・株式会社オーシャン様のラーメン店

『梅光軒』（写真１）

・クール北海道株式会社様のステーキ店

『MEAT BANK』（写真２）

・株式会社アイチフーズ様の日本食レストラン

『BE HOKKAIDO』（写真３）

などがございますが、

いずれも海外旅行客の方々やベトナム人の家族

連れ客などの来店が目立っており、とても賑わっ

ています。

一方、ベトナムの歴史を振り返ると、ベトナム

ではこれまで日系企業の進出ブームが３回ほどあ

りました。

【写真１】株式会社オーシャン様のラーメン店
『梅光軒』in高島屋
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【写真２】クール北海道株式会社様のステーキ店
『MEAT BANK』

【写真３】株式会社アイチフーズ様の
日本食レストラン『BE HOKKAIDO』

１度目は１９９０年代の大手商社と大手メーカー会社の進出です。２度目は２０００年代の大手メー

カー会社との関連性のあるサービス業の進出です。そして、３度目が２０１４年以降の中小規模の

メーカー会社、サービス業です。

日本からベトナムに対する直接投資額やその件数は２０１０年から徐々に増加しており、今日では

１，５００社超の日系企業の進出があります。ただ、海外の企業が現地において新たに法人を設立す

ることは容易なことではなく、どの企業も手間暇をかけて、しかるべき手順をしっかりと踏んで

進出を果たしています。また、賃料の高騰や立地条件などから撤退する企業も当然ながら存在し

ます。

ベトナムにおける日本食の優位性は、「高品質であり、安全・安心」であるという点にありま

す。そうした中で、豊かな北の大地と海がもたらす、新鮮で美味しい食材の宝庫と言える北海道

は、日本国内の中でも屈指のポテンシャルを有していると思われます。観光客として北海道を訪

れた方々の旅の思い出はもとより、これまでに現地で実施されてきた北海道プロモーションなど

の効果もあり、既に「北海道ブランド」には一定の認知度があるところです。

北洋銀行国際部では、海外進出の際に現地情報の収集・提供や、現地視察のサポート、現地専

門家のご紹介など様々なサポートを行っております。今後、さらなる経済発展が期待されるベト

ナムにおいて、新たなビジネスをご検討の際は、是非、当行国際部までお気軽にご相談下さいま

せ。
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経済コラム 北斗星

実現するか、「Society５．０」への挑戦（骨太方針２０１９）
政府は、去る６月２１日、「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」（いわゆる「骨太方針」）を

公表した。アベノミクスの政策効果を強調する一方、平成から令和の時代へ引き継がれた中

長期の課題として、人口減少・少子高齢化の進行、第４次産業革命の到来、生産性と成長力

の伸び悩み、世界的なデジタル化の流れ、通商問題・保護主義の台頭、エネルギー・環境制

約の高まり、地方経済の活性化、大規模自然災害の頻発、社会保障と財政の持続可能性など

が指摘されている。ただ、交通インフラの高齢化・脆弱化への対応の問題（２０１８．６月号、

北斗星参照）が未だに政策当事者の視野に入って来ていないのは気になるところである。ま

た、地方再生に向けての国の取り組みについても、力強いメッセージに乏しく、再生の足音

がさらに遠ざかっていくような気がして仕方がない。さらに、日本銀行の金融政策に対し

て、「２％の物価安定の目標の下、金融緩和を推進し、目標をできるだけ早期に実現するこ

とを期待する」と、たった２行の言及をしている点、異次元金融緩和の問題点の総括が進ん

でいる現状では、いささか白々しい気持ちにさえさせられる。しかし、骨太方針の全体を流

れるトーンとして、我が国の直面する諸々の課題に対して、（とくに人口減少・少子高齢化

の進行に対して）いわゆる生産性の向上が最優先課題であるという認識が貫かれている点

は、政策の継続性を担保する観点から評価されるところである。

本年度の骨太方針には「『令和』新時代：『Society５．０』への挑戦」という副題が付けられ

ている。「Society５．０」とは、「Society１．０」の「狩猟時代」（以下、「Society」をSと略）、S２．０

の「農耕時代」、S３．０の「工業時代」、S４．０の「情報時代」に続く、新たな社会を意味す

る。政府の解説文書によれば、S５．０は、「サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に

融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会」と

定義されている。もう少し敷衍すると、①予防検診・ロボット介護などにより、健康寿命の

延伸・社会コストの抑制を図ること、②エネルギーの多様化・地産地消を進め、その安定的

確保・温室効果ガスの排出削減を実現すること、③農作業の自動化・最適な配送により、食

糧の増産・ロスの削減をすること、④最適なバリューチェーン・自動生産を推進し、持続可

能な産業化・人手不足の解消を図ること、などが「Society５．０」のイメージとされている。

こうした新しい社会を目指して、経済の成長力を強化し、これまで取り組んできた「人づく

り革命、働き方改革、所得向上策」を推進し、地方活性化を図っていくという考え方は、さ

ほど異論のないところである。

問題は、個別企業としてどのような取り組みをしていくかという実施可能な具体的施策に

ある。大企業と中小企業では、出来ることの範囲に当然違いがでて来よう。今後の政策展開

にあたっては、中小企業の多い地域経済にあって、個別企業が取り組み可能な姿をもう少し

具体的に示していくことが求められる。今後は、個別企業の取り組みというだけでなく、企

業が合同して行っていくことも必要となろう。いずれにしても、「生産性の向上の難しさ」

そのものが、今後、「Society５．０」の前に大きく立ちはだかって来るように思われる。

（令和元年７月１２日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 r ９９．７ △２．４ r ９９．８ △０．８ r ９９．７ △０．９ r ９９．６ △１．０ r ９２．６ △４．７ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９９．８ ０．１ r１００．６ ０．８ r ９９．４ △０．３ r１００．２ ０．６ r ９２．３ △０．３ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r１００．３ ０．５ r１０３．５ ２．９ r１０１．４ ２．０ r１０２．４ ２．２ r ９８．０ ６．２ r ９８．７ ５．１
２０１８年度 r ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ r ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ r１０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年１～３月 r ９９．３ △１．２ １０３．５ △０．９ r１００．４ △０．９ １０２．２ △０．９ r１０２．８ ８．０ １０３．６ ２．５
４～６月 r１００．０ ０．７ １０４．３ ０．８ r１００．４ ０．０ １０３．６ １．４ r１０２．９ ０．１ １０１．６ △１．９
７～９月 r ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ r ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ r１０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 r ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ r ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ r１０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 r ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ r ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ r１０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
２０１８年 ５月 r１００．４ ０．３ １０４．８ ０．３ r１０１．４ △０．７ １０３．２ △１．１ r１０２．３ ２．２ １０２．７ ０．２

６月 r ９９．６ △０．８ １０３．７ △１．０ r ９７．６ △３．７ １０３．３ ０．１ r１０２．９ ０．６ １０１．６ △１．１
７月 r ９９．６ ０．０ １０３．８ ０．１ r１００．３ ２．８ １０２．１ △１．２ r１０１．７ △１．２ １０１．９ ０．３
８月 r ９８．４ △１．２ １０３．６ △０．２ r ９９．５ △０．８ １０３．０ ０．９ r１０２．５ ０．８ １０１．８ △０．１
９月 r ８９．５ △９．０ １０３．５ △０．１ r ９０．７ △８．８ １０２．１ △０．９ r１０２．１ △０．４ １０２．０ ０．２
１０月 r ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ r ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ r１０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 r ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ r ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ r１０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 r ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ r ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ r１０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 r ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ r ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ r１０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 r ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ r ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ r１０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 r ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ r ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ r１０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 r ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ r ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ r１０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 p９７．０ １．５ １０４．９ ２．０ p９６．３ １．４ １０４．０ １．３ p１０４．６ １．５ １０４．３ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年１～３月 ２３７，１１８ １．２ ４７，７７２ ０．５ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８４０ １．４ ３１，７０４ １．３
４～６月 ２３１，２１５ ０．７ ４７，２６０ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２３６ ０．４ ３１，９７９ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
２０１８年 ５月 ７６，８２７△０．３ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７８７ △０．５ １０，７２１ △０．８

６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年８月号

ｏ．２７７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2019.07.18 14.12.10  Page 29 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９３１ ２．４ ６３，９１５ ４．８ １５，０８２ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２１２ △０．５
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０７０ ２．９ ６４，８５８ ５．２ １５，９５４ ６．１ ３６，９５０ ０．６ ８，６０９ △２．０
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
２０１８年 ５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４０ ０．４ ２１，０５６ ４．５ ５，２９３ ４．１ １３，２３５ △２．９ ２，９５１ △５．６

６月 １０，７９９ ６．４ ３，４９６ ７．６ ２２，３２８ ５．２ ５，３５９ ６．３ １１，４２３ １．２ ２，６８６ △０．５
７月 １２，８９５△９．１ ４，５１６△１．５ ２２，３３１ ０．７ ５，６７０ ６．２ １１，６３３ △３．３ ２，９３１ ０．７
８月 １１，３９６ ３．１ ３，４９９△１．７ ２３，１６２ ４．０ ５，４３６ ５．４ １１，２３４ △０．１ ２，７３７ △１．４
９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
２０１８年 ５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ r １３５ ２２．９

６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ r １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ r １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ r ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ r １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ r １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ r ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ r ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ r ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ r １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ r １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ p １４９ １０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年８月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２
４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
２０１８年 ５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５

６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７
４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
２０１８年 ５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５

６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年８月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．４９ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．５
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
２０１８年 ５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．３

６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．５
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．５
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ － ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ － ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
２０１８年 ５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２

６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年８月号

ｏ．２７７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2019.07.17 09.59.28  Page 32 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ r ９８２，７０８ △１３．３ r ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ r１，２５３，６６５ ２７．６ r ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５１ ０．８ ８０７，０９５ １．９ r１，４３２，３４０ １４．３ r ８２３，０４１ ７．２

２０１８年１～３月 ９３，７３９ △１０．２ １９９，３０９ ４．９ r ３７１，６８６ １４．７ r ２０１，２４３ ７．７
４～６月 １００，９８７ １０．６ ２０２，０３０ ７．５ r ３１８，２６０ １１．７ r １９４，３１６ ７．５
７～９月 ９９，４０９ ４．３ ２０１，５２６ ２．９ r ３４６，７４０ ２５．３ r ２０７，０３９ １２．４
１０～１２月 １０２，８６８ １．９ ２１１，９２４ １．３ r ４３４，２２２ ３５．６ r ２２４，４３５ １１．２

２０１９年１～３月 ８０，９８８ △１３．６ １９１，６１６ △３．９ r ３３３，１１８ △１０．４ r １９７，２５１ △２．０
２０１８年 ５月 ２９，７５２ １１．７ ６３，２６９ ８．１ r １２８，８６６ ２１．７ r ６９，０４２ １４．０

６月 ２９，９１６ ０．２ ７０，５３８ ６．７ r ８１，３３２ △０．３ r ６３，２６１ ２．５
７月 ３１，８５６ △１．２ ６７，４７９ ３．９ r １０１，４４１ １０．５ r ６９，７５３ １４．６
８月 ３９，０９０ １４．８ ６６，８７８ ６．５ r １５７，９０７ ６８．６ r ７１，３５９ １５．４
９月 ２８，４６３ △１．９ ６７，１６８ △１．４ r ８７，３９１ △４．３ r ６５，９２７ ７．１
１０月 ３５，２２４ １２．１ ７２，４３５ ８．２ r １１５，８５１ ２２．４ r ７６，９９７ ２０．０
１１月 ３７，２０２ １３．７ ６９，２７１ ０．１ r １３７，２０６ ３５．６ r ７６，６６２ １２．５
１２月 ３０，４４２ △１７．３ ７０，２１８ △３．９ r １８１，１６５ ４５．７ r ７０，７７５ １．９

２０１９年 １月 ２５，４５５ △１０．９ ５５，７４７ △８．４ r １２２，４２４ △７．７ r ６９，９２４ △０．６
２月 ２７，３２０ △１１．９ ６３，８４９ △１．２ r １１４，２０５ △０．６ r ６０，５３４ △６．５
３月 ２８，２１３ △１７．４ ７２，０２０ △２．４ r ９６，４８８ △２２．２ r ６６，７９３ １．２
４月 ２７，２６６ △３４．０ ６６，５８９ △２．４ r １３４，４９２ ２４．５ r ６６，０２１ ６．５
５月 １８，３１６ △３８．４ ５８，３５３ △７．８ p１１５，９２６ △１０．０ p ６８，０３６ △１．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，９３９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９

２０１８年１～３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
４～６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１３，０８９ ３．０
７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０～１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年１～３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１８年 ５月 １６０，３７２ ２．０ ７，８４１，０２７ ４．２ １０１，１７５ ２．５ ４，８７６，５５８ ２．５

６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１３，０８９ ３．０
７月 １５９，３８７ ２．６ ７，７２８，６０２ ２．７ １０２，１００ ２．５ ４，９１０，５９２ ２．９
８月 １６０，３１１ １．５ ７，７１３，１５１ ２．４ １０２，４９２ ２．６ ４，９１０，９９９ ３．０
９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０月 １５９，８４５ ２．０ ７，７２７，９１５ １．８ １０２，４５１ １．８ ４，９３２，５４２ ２．９
１１月 １６１，５２３ ２．６ ７，７６７，８８５ １．７ １０２，８７７ １．５ ４，９６０，５９１ ３．１
１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年 １月 １６１，１２４ ２．５ ７，７４５，３６９ １．６ １０３，１５９ １．１ ４，９７５，１７１ ２．６
２月 １６１，５４２ ２．３ ７，７３２，４０６ １．３ １０３，５８６ １．０ ４，９７５，１７７ ２．７
３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４月 １６５，６６４ ３．１ ７，９２０，３８７ １．１ １０３，４３４ ２．０ ５，０３７，０２７ ３．０
５月 １６５，０２４ ２．９ ７，９１１，８１６ ０．９ １０４，０１１ ２．８ ５，００９，４９８ ２．７

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年８月号
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●道内経済の動き
●道内企業の経営動向調査
（２０１９年４～６月期実績、２０１９年７～９月期見通し）

●寄稿
「農業」で「平成」を振り返る〈上〉
●アジアニュース
ベトナムにおける食文化
～日本食ブームとビジネスチャンスについて～
●経済コラム 北斗星
実現するか、「Society５．０」への挑戦（骨太方針２０１９）
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